
実施事業 評価調書（平成 ２３・２４・２５ 年度） 

重点目標 ■１．地区の相談の仕組み     □２．住民の助け合い    □３．身近な福祉学習 

□４．市民活動・ボランティア支援 □５．誰もが安心・安全   □６．地域福祉の推進基盤 

推進目標 ア 課題解決に向けた相談・話し合いの機会・場づくり 

実施事業 
（番号１－ア－①） 

① 話しあいの場づくり＜継続＞                                          

 
◆ 総    評 

評価及び推進項目の 
目標を達成する上での 
 改善方策等 

高齢者支援センターと社協、保健所と連携しながら、小学校区ごとに小地域ケ
ア会議の設置を推進している。概ね計画どおり設置が進んでいるが、できていな
い地区の中には、開催に向けての準備が全く進んでいないところもある。 
今後も繰り返し説明を行うとともに、小地域ケア会議の効果や他地区の状況を
伝えていく必要がある。 

 
◆ 整備及び評価指標等 

整備及び評価指標 区  分 策定当初 

（22年度）
23年度 24年度 25年度 26年度 

最終年度 
（27年度） 

①小地域ケア会議の設
置数  

 
②幅広い住民と専門職
の連携により、必要な
話し合いの場が整っ
ている。 

目    標 44小学校

区設置 

48小学校

区に設置 

52小学校

区に設置 

55小学校

区に設置 

59小学校

区に設置 

全小学校区

（64）に設置

され解決体

制が図られ

ている 

実    績 ― 50小学校区 50小学校区 52小学校区   

単 年 度 
達 成 率 ― 104% 96% 95%   

達    成 
レ べ ル ― １ ２ ２   

＊達成レベル；「１」：達成、「２」：概ね達成、「３」やや不十分、「４」不十分 

 
◆ 具体的事業の主な成果等 

詳細事業 実績・成果 課 題 等 今 後 の 
方 向 性 

高齢者支援センターと社

協が連携して、小地域ケ

ア会議を全小学校区に設

置し、話し合いの場をつ

くる。 

小地域ケア会議は、平成23年度は50

小学校区に設置され、延203回の会議

を開催した。 

 

平成 24 年度は 50 小学校区に設置さ

れ、延216回の会議を開催した。 

 

平成 25 年度は 52 小学校区に設置さ

れ、延235回の会議を開催した。 

 

地域住民と専門職が地域の福祉課題

を話し合ったり、その解決策を検討す

るなど、話し合いを継続することで住

民同士の連携や、住民と専門職とのネ

ットワークの構築が進んでいる。 

小地域ケア会議が設置
できている地区は、話
し合いを繰り返すこと
で、地域課題の共有化
や解決に向けての検討
等を行っている。 
しかし、設置できてい
ないところについて
は、話し合いの場がな
いため、課題解決に向
けての取り組みができ
ておらず、地域差が出
てきている。 

□拡大 ■継続 
□見直し□縮小・統合 
□休廃止□終了 

 



実施事業 評価調書（平成 ２３・２４・２５ 年度） 

重点目標 ■１．地区の相談の仕組み     □２．住民の助け合い    □３．身近な福祉学習 

□４．市民活動・ボランティア支援 □５．誰もが安心・安全   □６．地域福祉の推進基盤 

推進目標 ア 課題解決に向けた相談・話し合いの機会・場づくり 

実施事業 
（番号１－ア－②） 

② 高齢者等心配ごと相談事業の充実＜継続＞                                  

 
◆ 総    評 

評価及び推進項目の 
目標を達成する上での 
 改善方策等 

毎年 1 回心配ごと相談所運営委員会を開催し、相談所のあり方や改善に向けて
検討を行っている。また、相談員の資質向上のために、相談件数の多い内容をテ
ーマに相談員研修会を開催しており、計画どおり推進できている。 
相談者に対して適切な助言や専門窓口の紹介ができるよう、相談員研修会の回
数を増やすなど、事業の見直しが必要である。 

 
◆ 整備及び評価指標等 

整備及び評価指標 区  分 策定当初 

（22年度）
23年度 24年度 25年度 26年度 

最終年度 
（27年度） 

① 高齢者等心配ごと相
談所運営委員会の開
催 

② 高齢者等心配ごと相
談員研修会の開催 

 

目    標 年間1回

の開催 

年間1回

の開催 

年間1回

の開催 

年間1回

の開催 

年間1回

の開催 

年間2回

の開催 

実    績 ― 1回ずつ 1回ずつ 1回ずつ   

単 年 度 
達 成 率 ― 100% 100% 100%   

達    成 
レ べ ル ― 1 1 1   

＊達成レベル；「１」：達成、「２」：概ね達成、「３」やや不十分、「４」不十分 

 

◆ 具体的事業の主な成果等 

詳細事業 実績・成果 課 題 等 今 後 の 
方 向 性 

①高齢者等心配ごと相談

所運営委員会の開催 

 

②高齢者等心配ごと相談
員研修会の開催 

平成 23 年度は、高齢者等心配ごと相
談所運営委員会及び相談員研修会を
各1回開催。 
研修会には75人が参加した。 
 
平成 24 年度は、高齢者等心配ごと相
談所運営委員会及び相談員研修会を
各1回開催。 
研修会には71人が参加した。 
 
平成 25 年度は、高齢者等心配ごと相
談所運営委員会及び相談員研修会を
各1回開催。 
研修会には71人が参加した。 
 
相談所開設日数は、平成23年度は245
日、平成24年度は246日、平成25年
度は244日という状況であった。 
また、相談件数も平成 23 年度は 451
件、平成24年度は450件、平成25年
度は353件という状況であった。 

高齢者等心配ごと相談
所運営委員会で研修内
容等を検討し、研修会
を実施している。 
研修会では相談件数の
多い内容について研修
をおこなっているが、
専門的な相談も多く、
他機関につなぐだけで
解決にいたらない相談
も多い。 

□拡大 □継続 
■見直し□縮小・統合 
□休廃止□終了 

 



実施事業 評価調書（平成 ２３・２４・２５ 年度） 

重点目標 ■１．地区の相談の仕組み     □２．住民の助け合い    □３．身近な福祉学習 

□４．市民活動・ボランティア支援 □５．誰もが安心・安全   □６．地域福祉の推進基盤 

推進目標 イ 住民サービスに関する情報を身近なところで提供できるよう取り組みます。 

実施事業 
（番号１－イ－③） 

③ 外出支援情報の提供＜継続＞                                   
 
◆ 総    評 

評価及び推進項目の 
目標を達成する上での 
 改善方策等 

計画どおりの事業実施はできていない。 
外出支援情報については、誰がどのような情報を必要としているのか十分把握
できていないのが現状である。そのため、不特定の市民に対して情報提供するよ
りは、高齢者支援センターや介護支援専門員、障がい者相談窓口に対して情報提
供を行う方が効果的であり、事業の見直しが必要である。 

 
◆ 整備及び評価指標等 

整備及び評価指標 区  分 
策定当初 

（22年度）
23年度 24年度 25年度 26年度 

最終年度 
（27年度） 

① 社協だより、ホーム
ページでの情報提供
及び利用者数の調査 

 
② 介護保険事業者連絡
会等と市社協との会
議回数 

 

目    標 ― 

介護保険

事業者等

連絡協議

会等と社

協の協議 

社協だより

等での情報

提供5回 

利用者数前

年比5%増 

社協だより

等での情報

提供5回 

利用者数前

年比5%増 

社協だより

等での情報

提供７回 

利用者数前

年比5%増 

社協だより

等での情報

提供７回 

利用者数前

年比5%増 

実    績 ― なし なし なし   

単 年 度 
達 成 率 

― 0% 0% 0%   

達    成 
レ べ ル 

― ４ ４ ４   

＊達成レベル；「１」：達成、「２」：概ね達成、「３」やや不十分、「４」不十分 

 
◆ 具体的事業の主な成果等 

詳細事業 実績・成果 課 題 等 今 後 の 
方 向 性 

介護保険事業者等連絡協

議会等と市社協の会議の

開催、及び外出支援に関

する行政サービスと福祉

移送サービス等インフォ

ーマルサービスの情報紙

を介護保険事業者等連絡

協議会等と協働して作成

して必要な人に配布す

る。 

平成 23 年度には、介護保険事業者等
連絡協議会が開催するシンポジウム
にシンポジストとして協力した。しか
し、それ以外の会議を開催することは
できていない。 
 
平成24年度及び平成25年度には、福
祉有償運送運営協議会に委員として
参加した。しかし、年に1回の協議会
開催状況であり、社協サービスの紹介
程度にとどまっており、外出支援情報
に関する検討はできていない。 
 
福祉有償運送の事業者情報は、障がい
福祉課のホームページに提供されて
いる。また、介護タクシーの情報も介
護支援専門員等は把握できている。 

誰が外出支援情報の提
供を希望されているの
か、現状では十分把握
できていない。 
外出支援情報の提供に
ついては、高齢者の場
合には、介護支援専門
員が行うことが多い。
また、障がい者の場合
には、市役所障がい担
当部署や障がい者支援
センター等が行うこと
が多い。 
各関係機関では日頃か
ら外出支援情報等の情
報収集を行っている。 

□拡大 □継続 
■見直し□縮小・統合 
□休廃止□終了 

 



実施事業 評価調書（平成 ２３・２４・２５ 年度） 

重点目標 ■１．地区の相談の仕組み     □２．住民の助け合い    □３．身近な福祉学習 

□４．市民活動・ボランティア支援 □５．誰もが安心・安全   □６．地域福祉の推進基盤 

推進目標 イ 住民サービスに関する情報を身近なところで提供できるよう取り組みます。 

実施事業 
（番号１－イ－④） 

④ 「地域子育て支援情報」の発信＜新規＞                                  

 
◆ 総    評 

評価及び推進項目の 
目標を達成する上での 
 改善方策等 

子育て中の世代に対する情報提供は、広報紙等の紙媒体よりはインターネット
等の電子媒体の方が有効と思われる。タイムリーな話題等は倉敷市が開設した子
育て総合ポータルサイト「あのねっと！」に積極的に任せていき、社協だよりに
掲載できる内容についてのみ今後も取り上げて掲載していく。 

 
◆ 整備及び評価指標等 

整備及び評価指標 区  分 
策定当初 

（22年度）
23年度 24年度 25年度 26年度 

最終年度 
（27年度） 

① 支援情報の掲載件数 
② 地域子育て支援セン
ターと社協の話し合
い 

③ 社協だより等の活用 
 

目    標 ― 

地域子育

て支援セ

ンターと

の協議 

社協だよ

り等での

情報提供

5回 

社協だよ

り等での

情報提供

5回 

社協だよ

り等での

情報提供

7回 

社協だよ

り等での

情報提供

7回 

実    績 ― 協議実施 2回 0回   

単 年 度 
達 成 率 

― 100% 40% 0%   

達    成 
レ べ ル 

― １ ４ ４   

＊達成レベル；「１」：達成、「２」：概ね達成、「３」やや不十分、「４」不十分 

 
◆ 具体的事業の主な成果等 

詳細事業 実績・成果 課 題 等 今 後 の 
方 向 性 

地域子育て支援センター

からの子育て情報を社協

だよりやホームページ等 

に掲載し、情報提供に協

力する。 

平成 23 年度に、地域子育て支援セン
ターと子育て情報の提供に関して話
し合いを実施。 
インターネットを活用した子育て情
報の提供に関しては、倉敷市が子育て
総合ポータルサイト「あのねっと！」
を開設したため、社協ホームページへ
の掲載は行っていない。 
 
平成24年度には、社協だより第52号
で「倉敷ファミリーサポートセンタ
ー」の紹介を行った。また、社協だよ
り第53号では、「子育てサロン」の紹
介を行った。 
 
平成 25 年度においては、紙面の関係
上、子育て支援に関する記事を社協だ
よりに掲載することはできていない。 

社協だよりには、紙面
の関係上、多くの子育
て情報を掲載すること
がなかなかできていな
いのが現状である。 
少ない紙面の中で、タ
イムリーな話題、繰り
返し伝える必要がある
情報など、優先順位を
決めながら、継続して
掲載していく必要があ
る。 

□拡大 □継続 
■見直し□縮小・統合 
□休廃止□終了 

 



実施事業 評価調書（平成 ２３・２４・２５ 年度） 

重点目標 ■１．地区の相談の仕組み     □２．住民の助け合い    □３．身近な福祉学習 

□４．市民活動・ボランティア支援 □５．誰もが安心・安全   □６．地域福祉の推進基盤 

推進目標 ウ 住民の主体的な活動の支援に取り組みます。 

実施事業 
（番号１－ウ－⑤） 

⑤個人情報の取り扱い等に関する研修会の開催＜新規＞ 

 
◆ 総    評 

評価及び推進項目の 
目標を達成する上での 
 改善方策等 

各地区において研修会を開催することで、個人情報の保護は重要なことだが、地
域で支援するために必要な情報は共有することも大切であり、保護と共有のバランス
が大切だという理解が広まっている。 
今後は学区ごとに研修会を開催することで、より効果的な研修になると思われ
る。また、研修会を開催していない学区については開催できるよう社協が働きか
けを行う必要がある。 

 
◆ 整備及び評価指標等 

整備及び評価指標 区  分 策定当初 

（22年度）
23年度 24年度 25年度 26年度 

最終年度 
（27年度） 

① 研修会の開催回数 
② 「社協だより」や「地
区社協だより」への
掲載回数 

 

目    標 ― 

全地区で

福祉関係

者に対し、

各1回の

開催 

全地区で

福祉関係

者に対し、

各1回の

開催 

全地区で

福祉関係

者に対し、

各1回の

開催 

全地区で

福祉関係

者に対し、

各1回の

開催 

学区で福

祉関係者

に対し、各

1回の開

催 

実    績  6地区 2地区 0地区   

単 年 度 
達 成 率 － 100% 33% 0%   

達    成 
レ べ ル  １ ４ ４   

＊達成レベル；「１」：達成、「２」：概ね達成、「３」やや不十分、「４」不十分 

 
◆ 具体的事業の主な成果等 

詳細事業 実績・成果 課 題 等 今 後 の 
方 向 性 

福祉関係者や住民に対

し、個人情報やプライバ

シーに関する研修会を開

催する。 

平成 23 年度には、民生児童委員、愛
育委員、地区社協関係者等を対象に、
研修会を開催。倉敷地区 47 人、水島
地区 129 人、児島地区 84 人、玉島・
船穂・真備地区150人が参加した。 
 
平成 24 年度にも、対象者を変えて研
修会を開催。倉敷地区 40 人、船穂地
区41人が参加した。 
また、地区社協においても地域住民を
対象に、個人情報の取り扱いに関する
研修会を行う学区もあり、平成 24 年
度には 2学区、平成 25年度にも 2学
区が取り組んだ。 

個人情報保護に対し
て、過剰に反応してい
る学区とそうでない学
区があるため、各地区
で研修会を継続的に開
催した場合、研修テー
マの設定が明確になら
ない。 
 
学区ごとで対象者や研
修テーマを設定して研
修会を開催したほうが
効果的である。 

□拡大 □継続 
■見直し□縮小・統合 
□休廃止□終了 

 



実施事業 評価調書（平成 ２３・２４・２５ 年度） 

重点目標 ■１．地区の相談の仕組み     □２．住民の助け合い    □３．身近な福祉学習 

□４．市民活動・ボランティア支援 □５．誰もが安心・安全   □６．地域福祉の推進基盤 

推進目標 ウ 住民の主体的な活動の支援に取り組みます。 

実施事業 
（番号１－ウ－⑥） 

⑥在宅介護者の支援＜継続＞ 

 
◆ 総    評 

評価及び推進項目の 
目標を達成する上での 
 改善方策等 

歳末慰問金を民生委員・児童委員に配付してもらうことをきっかけに、在宅介
護者との顔つなぎができている。 
また、介護者リフレッシュ事業の案内や介護者の会の紹介など、介護者が利用
できる情報の提供を行うことで、在宅介護者の支援に繋がっている。 
今後も継続して計画を実施していくことが必要である。 

 
◆ 整備及び評価指標等 

整備及び評価指標 区  分 策定当初 

（22年度）
23年度 24年度 25年度 26年度 

最終年度 
（27年度） 

① 対象者への訪問回数 
② 在宅介護情報の提供
数 

 

目    標 ― 

在宅介護

者への訪

問回数

920回 

在宅介護

者への訪

問回数

930回 

在宅介護

者への訪

問回数

940回 

在宅介護

者への訪

問回数

950回 

在宅介護

者への訪

問回数

970回 

実    績 ― 1,046回 1,041回 986回   

単 年 度 
達 成 率 ―  114% 112% 105%   

達    成 
レ べ ル ― 1 1 1   

＊達成レベル；「１」：達成、「２」：概ね達成、「３」やや不十分、「４」不十分 

 
◆ 具体的事業の主な成果等 

詳細事業 実績・成果 課 題 等 今 後 の 
方 向 性 

在宅介護者に、ねたきり

高齢者等介護者リフレッ

シュ事業、福祉機器貸出 

事業や福祉車両貸出事

業、介護機器及び介護用

品リサイクル事業等の情

報提供を行う。合わせて

高齢者支援センターや介

護者の会の情報も提供す

る。 

社協では、歳末たすけあい運動とし
て、在宅のねたきり者・児を対象に、
歳末慰問金の配付を行っている。 
配付は、地域の担当民生委員に協力を
依頼しているが、配付を通じて介護の
様子を確認したり、民生委員との顔つ
なぎをする役割も果たしている。 
 
在宅ねたきり者・児の介護者に対し
て、ねたきり高齢者等介護者リフレッ
シュ事業や介護者の会の案内を送り、
情報提供や事業への参加を促した。 
新しく事業に参加したり、介護者の会
に加入する人もおり、介護者の孤立化
防止やリフレッシュのきっかけにも
なっている。 

在宅ねたきり者・児の
調査は、地区担当の民
生委員を通じて行なっ
ているが、近所や町内
との関係が希薄化して
きているため、対象者
の把握が困難になって
きている。 
 
年 1 回程度の情報提供
しかできておらず、タ
イムリーな話題が提供
できていない。 

□拡大 ■継続 
□見直し□縮小・統合 
□休廃止□終了 

 



実施事業 評価調書（平成 ２３・２４・２５ 年度） 

重点目標 □１．地区の相談の仕組み     ■２．住民の助け合い    □３．身近な福祉学習 

□４．市民活動・ボランティア支援 □５．誰もが安心・安全   □６．地域福祉の推進基盤 

推進目標 エ 世代間の交流を図り、近所づきあいや仲間づくりを促進し、身近なところで助け合え

る地域づくりに取り組みます。 

実施事業 
（番号２－エ－⑦） 

⑦三世代交流事業＜継続＞ 

 
◆ 総    評 

評価及び推進項目の 
目標を達成する上での 
 改善方策等 

三世代交流事業に取り組む地区社協が増えることによって、参加者も増えてき
ており、概ね計画どおり実施できている。 
今後も引き続き、多くの住民が参加できるような内容を実施するとともに、広
報にも力を入れていくことが必要である。 

 
◆ 整備及び評価指標等 

整備及び評価指標 区  分 策定当初 

（22年度）
23年度 24年度 25年度 26年度 

最終年度 
（27年度） 

① 交流事業の実施地区
数 

② 新しい協力団体や協
力者の獲得 

③ 市社協と地区社協の
話し合い 

 

目    標 ― 
40地区で

実施 

45地区で

実施 

50地区で

実施 

55地区で

実施 

60地区で

実施 

実    績 ― 41 43 44   

単 年 度 
達 成 率 ― 103% 96% 88%   

達    成 
レ べ ル ― １ ２ ２   

＊達成レベル；「１」：達成、「２」：概ね達成、「３」やや不十分、「４」不十分 

 
◆ 具体的事業の主な成果等 

詳細事業 実績・成果 課 題 等 今 後 の 
方 向 性 

①地区社協において幅広

く参加の呼び掛けを行

い、三世代交流事業を

実施し、世代間の交流

を図る。（住民運動会、

ふれあい会食会、まつ

りなど） 

 

②新たな参加者を得るた

めの広報の工夫を行

う。（募集方法を工夫

する、ＰＴＡへの依頼

など） 

平成23年度及び平成24年度は、市老
人クラブ連合会に協力を依頼し、地区
社協だけでなく連合会においても三
世代交流事業を実施していた。 
平成 25 年度からは、地区社協が中心
となって三世代交流事業を実施する
ように方針転換を図った。 
市社協は地区社協に対し、事業助成金
を交付し、財政的支援を行っている。 
 
平成23年度には、41学区において延
40,679人が参加した。 
平成24年度には、43学区において延
49,029人が参加した。 
平成25年度には、44学区において延
47,374人の事業を実施した。 
実施地区が増えることによって、参加
者数も増加してきており、世代間の交
流や近所づきあいの促進に効果が見
られた。 

参加者数の多少はある
ものの、多くの地区社
協において三世代交流
事業に取り組んでい
る。 
住民同士の交流が希薄
になっているという地
域課題がある中で、今
後はふれあいや楽しみ
の場の提供だけでな
く、住民同士の交流が
大切だという啓発も積
極的に行う必要があ
る。 

□拡大 ■継続 
□見直し□縮小・統合 
□休廃止□終了 

 



実施事業 評価調書（平成 ２３・２４・２５ 年度） 

重点目標 □１．地区の相談の仕組み     ■２．住民の助け合い    □３．身近な福祉学習 

□４．市民活動・ボランティア支援 □５．誰もが安心・安全   □６．地域福祉の推進基盤 

推進目標 エ 世代間の交流を図り、近所づきあいや仲間づくりを促進し、身近なところで助け合え

る地域づくりに取り組みます。 

実施事業 
（番号２－エ－⑧） 

⑧交流の場づくり＜拡大＞ 

 
◆ 総    評 

評価及び推進項目の 
目標を達成する上での 
 改善方策等 

小地域ケア会議等を通じて、地域のふれあいの場が必要だということから、ふ
れあいサロンの設置数は年々増加してきている。 
一方、サロンの運営には様々な苦労や悩みがあることから、サロンの代表者を
集めて情報交換会を行ったり、レクリエーションや講師の紹介など、サロン運営
のための支援を引き続き行っていく必要がある。 

 
◆ 整備及び評価指標等 

整備及び評価指標 区  分 策定当初 

（22年度）
23年度 24年度 25年度 26年度 

最終年度 
（27年度） 

① サロンの設置数 
② 情報交換会の開催回
数・参加者数 

 

目    標 ― 

サロン設

置数113

箇所 

サロン設

置数118

箇所 

サロン設

置数123

箇所 

サロン設

置数128

箇所 

サロン設

置数133

箇所 

実    績 ― 120箇所 141箇所 144箇所   

単 年 度 
達 成 率 ― 106% 119% 117%   

達    成 
レ べ ル ― １ １ １   

＊達成レベル；「１」：達成、「２」：概ね達成、「３」やや不十分、「４」不十分 

 

◆ 具体的事業の主な成果等 

詳細事業 実績・成果 課 題 等 今 後 の 
方 向 性 

①サロンの情報交換会を

開催し、サロンの設置

状況や補助金情報など

の提供を行う。 

 

②新たにサロンを設置し

ようと考えている人に

対して、情報提供や設

置に向けての支援を行

う。 

倉敷市が実施するふれあいサロン活
動促進事業に申請し、受託費をもらっ
ているサロン数は、平成 23 年度には
120箇所、平成24年度には141箇所、
平成25年度には144箇所であった。 
その他にも、受託費をもらわないで活
動を行っているサロンも多く、地域に
はこれ以上のサロンが存在する。 
 
小地域ケア会議等をきっかけにサロ
ン活動を新たに始める地区も増えて
きており、サロン活動の必要性が地域
住民に広まってきている。その結果、
設置数は年々増加してきている。 
 
社協は、毎年各地区において、サロン
代表者の交流会を開催。情報交換やレ
クリエーションの紹介等を行ってい
る。その中に、新たにサロンを設置し
ようと考えている人も参加し、活動の
状況等を把握している。 

サロンの設置数が増え
ているため、参加者は
増えている。しかし、
参加者が固定化してし
まい、新たな参加者が
増えない。 
サロン代表者の後継者
が見つからず、代表者
がやめた時にサロンも
やめてしまう場合があ
る。 
活動がマンネリ化して
くるため、毎回の内容
を決めることに苦労し
ているサロンもある。 

□拡大 ■継続 
□見直し□縮小・統合 
□休廃止□終了 

 



実施事業 評価調書（平成 ２３・２４・２５ 年度） 

重点目標 □１．地区の相談の仕組み     ■２．住民の助け合い    □３．身近な福祉学習 
□４．市民活動・ボランティア支援 □５．誰もが安心・安全   □６．地域福祉の推進基盤 

推進目標 オ 社協や地区社協などの組織についての広報を充実し、住民の理解と協力が得られるよ

う取り組みます。 

実施事業 
（番号２－オ－⑨） 

⑨地区社協広報活動＜継続＞ 

 
◆ 総    評 

評価及び推進項目の 
目標を達成する上での 
 改善方策等 

見やすく、わかりやすい広報紙を作ることは、地区社協のことを広く一般住民
に理解してもらうためにも、とても重要なことである。そのため、広報紙づくり
に関する講座を開催することは必要である。しかし、広報紙担当者も毎年変わる
わけではないため、毎年ではなく３年に１回の開催に見直していく。また、開催
も全市で１回開催するように見直していく。 

 
◆ 整備及び評価指標等 

整備及び評価指標 区  分 策定当初 

（22年度）
23年度 24年度 25年度 26年度 

最終年度 
（27年度） 

広報づくりに関する講
座の開催回数 
 

目    標 ― 

倉敷・水

島・児島・

玉島地区で

各1回講座

を開催 

倉敷・水

島・児島・

玉島地区で

各1回講座

を開催 

倉敷・水

島・児島・

玉島地区で

各1回講座

を開催 

倉敷・水

島・児島・

玉島地区で

各1回講座

を開催 

全市で1回

講座を開催 

実    績  全市で1回 地区で１回 ０   

単 年 度 
達 成 率 － 25% 25% 0%   

達    成 
レ べ ル  ４ ４ ４   

＊達成レベル；「１」：達成、「２」：概ね達成、「３」やや不十分、「４」不十分 

 
◆ 具体的事業の主な成果等 

詳細事業 実績・成果 課 題 等 今 後 の 
方 向 性 

広報紙づくりに関する講

座を開催する。 

講座の開催により、広報

紙づくりに関わる人を増

やしたり、紙面づくりの 

改善を行う。 

地区社協活動を広く地域住民に知っ
てもらうために、各地区社協には広報
紙の発行を必須事業にしている。 
毎年１～２回広報紙を発行し、事業の
報告や参加できる行事の広報を行っ
ている。 
 
見やすく、わかりやすい広報紙となる
ように、各地区で広報紙づくりの講座
を開催予定であったが、平成 23 年度
は全市で１回開催した。 
山陽新聞社の職員を講師として、地区
社協広報担当者を対象に開催し 121
人の参加があった。 
 
平成 24 年度は、水島地区において講
座を開催。山陽新聞社の職員を講師と
して、水島地区の地区社協広報担当が
22人参加した。 

地区社協広報担当者
は、毎年変わるわけで
はないため、広報紙づ
くりに関する講座は毎
年開催できていない。 
また、各地区で開催す
る目標になっていた
が、全市で 1 回、水島
地区で 1 回しか開催で
きていない。 
 
各地区で開催すると、
参加人数が少なくな
る。また、他地区社協
との交流を図るために
も、全市において開催
する方が効果的であ
る。 

□拡大 □継続 
■見直し□縮小・統合 
□休廃止□終了 

 



実施事業 評価調書（平成 ２３・２４・２５ 年度） 

重点目標 □１．地区の相談の仕組み     ■２．住民の助け合い    □３．身近な福祉学習 

□４．市民活動・ボランティア支援 □５．誰もが安心・安全   □６．地域福祉の推進基盤 

推進目標 オ 社協や地区社協などの組織についての広報を充実し、住民の理解と協力が得られるよ

う取り組みます。 

実施事業 
（番号２－オ－⑩） 

⑩地区社協「福祉講演会」の充実＜継続＞ 
 
◆ 総    評 

評価及び推進項目の 
目標を達成する上での 
 改善方策等 

約半数の地区社協において、年 1 回以上は福祉講演会を開催している。参加人
数も増加してきているが、半数は開催できていない。今後も身近な地域で福祉やま
ちづくりについて学習する機会を継続することで、住民の福祉意識を高めていく
ことにつながると思われる。 
社協は、地区社協に対し財政的な支援だけでなく、現在はできていない講師の
情報提供を行う等、側面的な支援を行う必要がある。 

 
◆ 整備及び評価指標等 

整備及び評価指標 区  分 策定当初 

（22年度）
23年度 24年度 25年度 26年度 

最終年度 
（27年度） 

① 開催回数・参加者数 
② 新しい担い手の育成
や獲得 

③ 地域づくりを目的と
した講演会のテーマ 

 

目    標 ― 
各地区社協

で年1回の

開催 

各地区社協

で年1回の

開催 

各地区社協

で年1回の

開催 

各地区社協

で年1回の

開催 

各地区社協

で年1回の

開催 

実    績 ― 27/45 26/46 29/49   

単 年 度 
達 成 率 ― 60% 56% 59%   

達    成 
レ べ ル ― ３ ４ ４   

＊達成レベル；「１」：達成、「２」：概ね達成、「３」やや不十分、「４」不十分 

 

◆ 具体的事業の主な成果等 

詳細事業 実績・成果 課 題 等 今 後 の 
方 向 性 

①地区社協による福祉講

演会を開催する。 

 
②社協から地区社協に対
し、講師等の情報提供
等の支援を行う。 

平成23年度は、27地区社協において

福祉講演会を開催し、3,232人が参加

した。 

平成24年度は、26地区社協において

開催し、3,537人が参加した。 

平成25年度は、29地区社協において

開催し、4,031人が参加した。 

 

年 1 回多くの住民が参加する講演会

もあれば、福祉や介護をテーマに年3

～4回開催する講演会もある。 

 

参加しやすい身近な場所で、福祉講演

会を開催することで、福祉制度やまち

づくりに対する理解が深まっている。 

約半数の地区社協にお
いて、福祉講演会が開
催できていない。 
会場等の問題で、多く
の住民が集まる場所が
ない地区もある。 
 
多くの住民に参加して
もらえるような内容を
検討しているが、講演
のテーマや講師選定に
苦労している。 
また、参加者も地区社
協関係者が多く、一般
住民になかなか広がっ
ていない地区もある。 
 
社協から地区社協に対
して、講師等の情報提
供はできていない。 

□拡大 ■継続 
□見直し□縮小・統合 
□休廃止□終了 

 



実施事業 評価調書（平成 ２３・２４・２５ 年度） 

重点目標 □１．地区の相談の仕組み     ■２．住民の助け合い    □３．身近な福祉学習 

□４．市民活動・ボランティア支援 □５．誰もが安心・安全   □６．地域福祉の推進基盤 

推進目標 オ 社協や地区社協などの組織についての広報を充実し、住民の理解と協力が得られるよ

う取り組みます。 

実施事業 
（番号２－オ－⑪） 

⑪介護者の会の広報活動＜拡大＞ 

 
◆ 総    評 

評価及び推進項目の 
目標を達成する上での 
 改善方策等 

新たに介護を始める市民は年々増加しているにもかかわらず、介護者の会の会
員数は微減している。 
新たな広報の方法を検討するとともに、引き続き介護者の会と協力しながら会
の紹介を行う必要がある。また、友人と一緒に参加する、知人に紹介してもらう
など会に参加しやすくなるような工夫が必要である。 

 
◆ 整備及び評価指標等 

整備及び評価指標 区  分 策定当初 

（22年度）
23年度 24年度 25年度 26年度 

最終年度 
（27年度） 

① 介護者の会会員数 
② 愛育委員会、地区社
協等への配布 

③ 社協へ車椅子を借り
に来た人に介護者の
会の関係資料を配布
する。 

目    標 ― 
会員数前年

比3%増 

238人 

会員数前年

比3%増 

245人 

会員数前年

比3%増 

252人 

会員数前年

比3%増 
会員数前年

比3%増 

実    績 231人 226人 222人 219人   

単 年 度 
達 成 率 ― 95% 91% 87%   

単年達成 
レ べ ル ― ２ ２ ２   

＊達成レベル；「１」：達成、「２」：概ね達成、「３」やや不十分、「４」不十分 

 

◆ 具体的事業の主な成果等 

詳細事業 実績・成果 課 題 等 今 後 の 
方 向 性 

介護者の会の広報活動を

支援する。 

（広報紙を関係機関へ配

布することへの協力及び

介護者の会の趣意書、加

入申込書の配布にも協力

する。） 

（倉敷 ） 

H23の会員数53人。H24の会員数48人。

H25の会員数47人。 

広報紙発行1回150部、年10回発行。 

市社協へ車椅子や介護
用ベッドを借りに来た
際、または介護者リフ
レッシュ事業の参加者
に対し、介護者の会の
紹介や広報紙の配布等
を行ってきた。 
しかし、会員は微減し
てきている。 
 

□拡大 ■継続 
□見直し□縮小・統合 
□休廃止□終了 

（水島 ） 

H23の会員数33人。H24の会員数36人。

H25の会員数29人。広報紙発行1回45部、

年12回発行。 

（児島） 

H23の会員数47人。H24の会員数42人。

H25の会員数42人。広報紙発行1回52部、

年6回発行。 

（玉島） 

H23の会員数60人。H24の会員数63人。

H25 の会員数 65 人。広報紙発行 1 回 250

部、年6回発行。 

（船穂） 

H23の会員数24人。H24の会員数22人。

H25の会員数23人。 

（真備） 

H23の会員数9人。H24の会員数11人。H25

の会員数13人。 

 



実施事業 評価調書（平成 ２３・２４・２５ 年度） 

重点目標 □１．地区の相談の仕組み     ■２．住民の助け合い    □３．身近な福祉学習 

□４．市民活動・ボランティア支援 □５．誰もが安心・安全   □６．地域福祉の推進基盤 

推進目標 オ 社協や地区社協などの組織についての広報を充実し、住民の理解と協力が得られるよ

う取り組みます。 

実施事業 
（番号２－カ－⑫） 

⑫社会資源・制度活用講座の実施＜新規＞ 

 
◆ 総    評 

評価及び推進項目の 
目標を達成する上での 
 改善方策等 

地区社協役員や小地域ケア会議の委員を対象とした学習会は、多くの地区社協
で開催されており、その人たちは様々な制度や活用方法を学んでいる。 
 一方、広く一般住民を対象にした講座の開催は少なく、地区社協において福祉
講座を開催するなど、身近な地域で学習できる機会を増やしていくことが必要で
ある。 

 
◆ 整備及び評価指標等 

整備及び評価指標 区  分 策定当初 

（22年度）
23年度 24年度 25年度 26年度 

最終年度 
（27年度） 

① 講座の開催回数 
② 資料づくりやマップ
づくりを通じての地
域や制度、社会資源
の理解の促進。 

 

目    標 ― 調査・検討 
各地区社協

で年1回の

開催 

各地区社協

で年1回の

開催 

各地区社協

で年1回の

開催 

各地区社協

で年1回の

開催 

実    績 ― 未実施  33/46  36/49   

単 年 度 
達 成 率 ― 0% 72% 73%   

単年達成 
レ べ ル ― ４ ３ ３   

＊達成レベル；「１」：達成、「２」：概ね達成、「３」やや不十分、「４」不十分 

 
◆ 具体的事業の主な成果等 

詳細事業 実績・成果 課 題 等 今 後 の 
方 向 性 

地区社協の関係者や住民

福祉組織の人を対象に、

テーマを決めて社会資源

や制度についての講座を

開催する。 

地区社協や小地域ケア会議において、
介護保険制度や成年後見制度、各種福
祉制度などについて学習を行い、地域
課題の解決のための手段を学習した。
また、地区社協の中には、自分たちの
地域の中にある医療機関や福祉施設
を地図にまとめたり、地域で活動する
各種団体を紹介した冊子を作成した
地区もあった。 
 
平成 23 年度には、講座開催について
の調査・検討は実施していないが、32
地区において学習会を開催した。 
平成24年度には、33地区において学
習会を開催した。 
平成25年度には、36地区において学
習会を開催した。 

多くの地区社協や小地
域ケア会議において、
社会資源や各種制度に
ついての学習会を開催
している。 
しかし、参加者は地区
社協役員や小地域ケア
会議の委員がほとんど
であり、広く一般住民
を対象にした講座や学
習会は開催できていな
い。 

□拡大 ■継続 
□見直し□縮小・統合 
□休廃止□終了 

 



実施事業 評価調書（平成 ２３・２４・２５ 年度） 

重点目標 □１．地区の相談の仕組み     ■２．住民の助け合い    □３．身近な福祉学習 

□４．市民活動・ボランティア支援 □５．誰もが安心・安全   □６．地域福祉の推進基盤 

推進目標 カ 福祉制度や社会資源の確認、住民参加型の福祉サービスの検討などにより、住民主体

のたすけあい活動の支援に取り組みます。 

実施事業 
（番号２－カ－⑬） 

⑬「住民参加型在宅支援サービス事業」の充実＜拡大＞ 

 
◆ 総    評 

評価及び推進項目の 
目標を達成する上での 
 改善方策等 

社協が行う住民参加型在宅支援サービス事業の協力会員を増やす取り組みを継

続的に行っていくとともに、将来は、市全体ではなく学区レベルで需給調整を行

える体制づくりも視野に入れる必要がある。 

また、社協以外にも民間の生活支援サービス団体が市内に複数あり、活動団体

の支援を行うとともに、引き続き生活・介護支援サポーター養成講座を実施し、

その修了者が活動の担い手として定着するような取り組みが必要である。 
 
◆ 整備及び評価指標等 

整備及び評価指標 区  分 策定当初 

（22年度）
23年度 24年度 25年度 26年度 

最終年度 
（27年度） 

① 協力会員登録者数 
② 幅広い広報 
③ 地区社協との連携に
よる新しい登録者や
利用者の獲得 

 

目    標 ― 
協力会員登

録者30人 
協力会員登

録者40人 
協力会員登

録者50人 
協力会員登

録者60人 
協力会員登

録者70人 

実    績 ― 
協力会員登

録者7人 

協力会員登

録者14人 

協力会員登

録者12人 
  

単 年 度 
達 成 率 ― 23% 34% 24%   

単年達成 
レ べ ル ― ４ ４ ４   

＊達成レベル；「１」：達成、「２」：概ね達成、「３」やや不十分、「４」不十分 

 
◆ 具体的事業の主な成果等 

詳細事業 実績・成果 課 題 等 今 後 の 
方 向 性 

社協において、広報活動

を社協だより、ホームペ

ージ、チラシ等で行う。 

また、地区社協に事業の

広報、宣伝を依頼し、協

力会員・利用会員の発掘 

などを行う。 

平成 23 年度は、協力会員 7 人、利用
会員16人、活動時間569時間。 
平成24年度は、協力会員14人、利用
会員9人、活動時間543時間。 
平成25年度は、協力会員12人、利用
会員15人、活動時間850時間。 
 
平成 23 年度から高齢者の生活ニーズ
に答える仕組みを構築するため、新た
な担い手として生活・介護支援サポー
ターを養成している。 
平成23年度は、75人が受講（48人が
修了） 
平成24年度は、55人が受講（40人が
修了） 
平成25年度は、35人が受講（28人が
修了） 
また、生活支援サービス団体と受講生
が繋がるように、連絡会を毎年2回開
催している。 

社協だよりやホームペ
ージを利用して広報を
行っているが、協力会
員及び利用会員ともに
増えていない。 
 
協力会員と利用会員ど
ちらもバランスよく増
やしていかなければ調
整ができない。 
 
生活・介護支援サポー
ターが生活支援サービ
ス団体の担い手となれ
るような取り組みが必
要。 

□拡大 □継続 
■見直し□縮小・統合 
□休廃止□終了 

 



実施事業 評価調書（平成 ２３・２４・２５ 年度） 

重点目標 □１．地区の相談の仕組み     ■２．住民の助け合い    □３．身近な福祉学習 

□４．市民活動・ボランティア支援 □５．誰もが安心・安全   □６．地域福祉の推進基盤 

推進目標 カ 福祉制度や社会資源の確認、住民参加型の福祉サービスの検討などにより、住民主体

のたすけあい活動の支援に取り組みます。 

実施事業 
（番号２－カ－⑭） 

⑭「友愛訪問事業」＜拡大＞ 

 
◆ 総    評 

評価及び推進項目の 
目標を達成する上での 
 改善方策等 

対象者数が増えるにともない、延訪問回数も年々増加してきており、地域にお
ける声かけや見守り活動が広まってきている。一方、訪問する団体の会員数は増え
ておらず、団体の支援についても対策を検討する必要がある。 
また、対象者に対して社協事業等の広報は十分できておらず、愛育委員をはじ
め、地区社協等の訪問団体に対して社協事業の説明を行う必要がある。 

 
◆ 整備及び評価指標等 

整備及び評価指標 区  分 
策定当初 

（22年度）
23年度 24年度 25年度 26年度 

最終年度 
（27年度） 

① 友愛訪問事業におけ
る述べ訪問回数の増
加 

② 幅広い情報提供 
 

目    標 ― 
延べ訪問回

数181,000 
延べ訪問回

数185,000 
延べ訪問回

数189,000 
延べ訪問回

数193,000 
延べ訪問回

数196,000 

実    績 ― 248,082回 258,424回 270,419回   

単 年 度 
達 成 率 

― 137% 137% 147%   

単年達成 
レ べ ル 

― １ １ １   

＊達成レベル；「１」：達成、「２」：概ね達成、「３」やや不十分、「４」不十分 

 
◆ 具体的事業の主な成果等 

詳細事業 実績・成果 課 題 等 今 後 の 
方 向 性 

活動者及び訪問対象者に

対し、市社協の事業等（住

民参加型在宅支援サービ 

ス事業等）を紹介し、訪

問活動の充実に取り組

む。 

愛育委員、婦人会、地区社協、あすな
ろ会等の協力のもと、友愛訪問事業を
実施している。 
平成 23 年度は、5,260 人の対象者に
対して延248,082回訪問。 
平成 24 年度は、5､344 人の対象者に
対して延258,424回訪問。 
平成 25 年度は、5,920 人の対象者に
対して延270,419回訪問。 
対象者数も延訪問回数も年々増加し
てきている。 
また、必要な世帯に対しては、緊急時
の連絡先を予め記載できる緊急連絡
カードを配布。緊急時の連絡先が支援
者等に伝わりやすくするような取り
組みを行っている。 
 
一方、地区社協の中には、年数回高齢
者宅を訪問し、声かけやお弁当配付な
どを行っているところもある。 

おおむね65歳以上の一
人暮らし及び在宅で介
護している介護者を対
象に訪問しており、対
象者は年々増加してい
る。 
しかし、訪問する団体
の会員数は増えておら
ず、対象年齢を引き上
げたり、１人に対する
訪問回数を減らすなど
の対応をせざるを得な
いのが現状である。 
 

□拡大 ■継続 
□見直し□縮小・統合 
□休廃止□終了 

 



実施事業 評価調書（平成 ２３・２４・２５ 年度） 

重点目標 
□１．地区の相談の仕組み     □２．住民の助け合い    ■３．身近な福祉学習 

□４．市民活動・ボランティア支援 □５．誰もが安心・安全   □６．地域福祉の推進基盤 

推進目標 
キ 住民への福祉体験や福祉教育についての取り組みを充実させ、福祉活動への参加者の

増加に取り組みます。 

実施事業 
（番号３－キ－⑮） 

⑮出前福祉講座メニューの充実＜拡大＞ 

 

◆ 総    評 

評価及び推進項目の 

目標を達成する上での 

 改善方策等 

 出前福祉講座の年間延回数は増えている。参加者数は、依頼してくる団体の参
加者によって異なるため、参加者の増減が福祉活動への参加者の増減とは言い難
い。ただし、この事業は、福祉教育として、福祉に対する関心、意欲、理解など
基盤醸成のためには今後も必要な事業であり、継続的に事業を行っていく必要が
ある。 

 

◆ 整備及び評価指標等 

整備及び評価指標 区  分 
策定当初 

（22年度）
23年度 24年度 25年度 26年度 

最終年度 
（27年度） 

① 出前福祉講座の開催
数・参加者数 

② 新しいメニューづく
りに関わった組織や
団体との連携・協力 

 

目    標 ― 
新しいﾒﾆｭｰ

づくり 

62回開催 

参加者5200

人 

64回開催 

参加者5300

人 

66回開催 

参加者5400

人 

68回開催 

参加者5500

人 

実    績 ― 
57回 

5,874人 

75回 

7,574人 

77回 

6,769人 
  

単 年 度 
達 成 率 

― 0% 
回数:121％ 

人数:145％ 

回数:120％ 

人数:128％ 
  

単年達成 
レ べ ル 

― ４ １ １   

＊達成レベル；「１」：達成、「２」：概ね達成、「３」やや不十分、「４」不十分 

 

◆ 具体的事業の主な成果等 

詳細事業 実績・成果 課 題 等 
今 後 の 
方 向 性 

①出前福祉講座のメニュ

ーづくりを、心身障が

い施設連絡協議会や福

祉関係団体と協力して

行う。 

 

②出前福祉講座の広報を

行う。 

平成 23 年度は、新メニューづくりの
ために、市社協と心身障がい施設連絡
協議会と検討を行った。業務の都合等
により、新たなメニュー作成には至ら
ず、講話等での協力を得ることとなっ
た。また、この検討会をきっかけに毎
年ボランティアセンターで調整を行
っているツーデーマーチふれあいウ
ォークのボランティアに対して講話
を担当していただいている。 
 
平成 24 年度は、出前福祉講座の新た
なパンフレットを作成し、学校、地区
社協、民生委員等に周知を行った。 
平成 25 年度は、出前福祉講座の講師
会議を行い、意見集約を行った。 
平成 26 年度は、倉敷市教育委員会と
も協議し、校長会での出前福祉講座の
説明を行うと共に、夏休み時期に先生
を対象とした講座を実施する。 

出前福祉講座は福祉教
育の一環であり、参加
者数の増加がすぐ、福
祉活動の参加者の増加
にはつながりにくいた
め、成果が見えにくい。 
 
平成25年度には、全社
協より「社会的包摂に
向けた福祉教育」と題
した提案がなされ、社
会的課題の解決に向け
た福祉教育の在り方が
示されており、対応を
含めた検討が必要であ
る。 
（県社協は平成26年度
に市町村社協向けのア
クションプランの作成
を行う予定） 

□拡大 ■継続 

□見直し□縮小・統合 

□休廃止□終了 

 



実施事業 評価調書（平成 ２３・２４・２５ 年度） 

重点目標 □１．地区の相談の仕組み     □２．住民の助け合い    ■３．身近な福祉学習 
□４．市民活動・ボランティア支援 □５．誰もが安心・安全    □６．地域福祉の推進基盤 

推進目標 キ 住民への福祉体験や福祉教育についての取り組みを充実させ、福祉活動への参加者の 

増加に取り組みます 

実施事業 
（番号３－キ－⑯） 

⑯「福祉体験・福祉講座」の開催＜継続＞ 

 
◆ 総    評 

評価及び推進項目の 
目標を達成する上での 
 改善方策等 

平成25年度に社協の財源不足から福祉講座を１ヶ所でしか実施できなかった。
安定的に講座を開催できるよう社協の財源確保に努める必要がある。また、夏の
ボランティア体験事業の参加希望者が増えてきており、希望どおりの体験ができ
ない場合があるため、保育園や福祉施設だけでなく、地区社協やボランティアグ
ループなどの受け入れ先を今以上に開拓する必要がある。 

 
◆ 整備及び評価指標等 

整備及び評価指標 区  分 
策定当初 

（22年度）
23年度 24年度 25年度 26年度 

最終年度 
（27年度） 

①講座等の受講者数 

②幅広い参加の呼び掛 

 け 

③障がい者団体の協力 

目    標 ― 

講座・講演

会延べ受講

者数3,100

人 

講座・講演

会延べ受講

者数3,200

人 

講座・講演

会延べ受講

者数3,300

人 

講座・講演

会延べ受講

者数3,400

人 

講座・講演

会延べ受講

者数3,500

人 

実    績 ― 2,903人 3,167人 2,122人   

単 年 度 
達 成 率 

― 94％ 99% 64%   

単年度達成 

レ ベ ル 
― １ １ ３   

＊達成レベル；「１」：達成、「２」：概ね達成、「３」やや不十分、「４」不十分 

 
◆ 具体的事業の主な成果等 

詳細事業 実績・成果 課 題 等 今 後 の 
方 向 性 

ボランティアや障がい等

福祉に関するテーマで講

座や講演会等を開催し、 

福祉やボランティア、障

がい等についての知識の

習得や理解の促進に努め 

る。 

平成 23 年度は、延 2,903 人の参加が
あった。福祉講演会やボランティア講
座の参加人数が増加したため、前年度
を上回った。 
平成 24 年度は、延 3,167 人の参加が
あった。夏のボランティア体験事業や
福祉講演会の参加者が増加し、前年度
を上回った。 
平成 25 年度は、延 2,122 人の参加が
あった。市社協の財政が著しく悪化し
たため、事業の削減をせざるを得ない
状況となった。そのため、福祉講演会
やボランティア講座を１ヶ所でしか
実施できず、参加者数が激減した。 
 
夏のボランティア体験事業をきっか
けに、ボランティアセンターに登録す
る高校生の数が年々増加してきてい
る。 

平成 25 年度において
は、社協の財政が悪化
したため、各地区で開
催していた福祉講座を
１ヶ所でしか実施でき
ない状況になった。 
 
夏のボランティア体験
事業の参加者は年々増
加してきているが、受
け入れしてもらえる施
設の数が限られている
ため、希望どおりの体
験ができない場合があ
る。 

□拡大 ■継続 
□見直し□縮小・統合 
□休廃止□終了 

 



実施事業 評価調書（平成 ２３・２４・２５ 年度） 

重点目標 □１．地区の相談の仕組み     □２．住民の助け合い    ■３．身近な福祉学習 
□４．市民活動・ボランティア支援 □５．誰もが安心・安全    □６．地域福祉の推進基盤 

推進目標 キ 住民への福祉体験や福祉教育についての取り組みを充実させ、福祉活動への参加者の 

増加に取り組みます 

実施事業 
（番号３－キ－⑰） 

⑰地区社協活動の充実＜拡大＞ 

 
◆ 総    評 

評価及び推進項目の 
目標を達成する上での 
 改善方策等 

地区社協が取り組むメニュー事業の数は、目標を上回る実績であり、各地区社
協において、様々な地域福祉活動が展開できている。しかし、年1～2回行う単発
事業が多く、地域で問題を抱えている人たちを支援するための事業に取り組んで
いく必要がある。 
また、子育て支援や障がい者支援の取り組みができるような働きかけが必要で
ある。 

 
◆ 整備及び評価指標等 

整備及び評価指標 区  分 策定当初 

（22年度）
23年度 24年度 25年度 26年度 

最終年度 
（27年度） 

地区社協が実施するメ

ニュー事業の数 

目    標 ― 
メニュー事

業等の検討 

地区社協が

取り組むメ

ニュー事業

数180 

地区社協が

取り組むメ

ニュー事業

数200 

地区社協が

取り組むメ

ニュー事業

数220 

地区社協が

取り組むメ

ニュー事業

数240 

実    績 ― 検討 222 236   

単 年 度 
達 成 率 ― 100% 123% 118%   

達    成 
レ べ ル ― １ １ １   

＊達成レベル；「１」：達成、「２」：概ね達成、「３」やや不十分、「４」不十分 

 
◆ 具体的事業の主な成果等 

詳細事業 実績・成果 課 題 等 今 後 の 
方 向 性 

地区社協のメニュー事業

の範囲を拡大して、子育

て支援や障がい者理解、 

支援などのニーズに合っ

たメニューづくりを行

い、地区社協がよりきめ

細やかな活動ができるよ

うにする。 

地区社協に取り組んでもらいたい事
業として、市社協では7種類のメニュ
ー事業を決めている。この事業を実施
した場合には、１事業につき3万円を
上限に、合計5事業まで助成金を交付
している。 
平成 23 年度にメニュー事業の内容に
ついて検討したが、これまでの内容の
中で子育て支援や障がい者支援につ
ながるメニューもあるため、メニュー
事業の拡大は行っていない。 
 
平成 23 年度は、45 の地区社協が 218
のメニュー事業に取り組んだ。 
平成 24 年度は、46 の地区社協が 222
のメニュー事業に取り組んだ。 
平成 24 年度は、49 の地区社協が 236
のメニュー事業に取り組んだ。 

世代間の交流を目的と
し、年1～2回程度実施
する単発事業が多くな
っている。 
 
現在のメニュー事業の
中にも、子育て支援や
障がい者理解、支援に
つながるメニューもあ
るが、地区社協でなか
なか取り組めていない
の現状である。 

□拡大 ■継続 
□見直し□縮小・統合 
□休廃止□終了 

 



実施事業 評価調書（平成 ２３・２４・２５ 年度） 

重点目標 □１．地区の相談の仕組み     □２．住民の助け合い    □３．身近な福祉学習 

■４．市民活動・ボランティア支援 □５．誰もが安心・安全    □６．地域福祉の推進基盤 

推進目標 
ク 住民やボランティア個人及び団体、ＮＰＯ法人などに対し、福祉やボランティアに 

関する情報提供を充実させるとともに、継続的に活動が行えるように意見交換や交 

流の場づくりに取り組みます 

実施事業 
（番号４－ク－⑱） 

⑱「社協だより」等による情報提供＜拡大＞ 

 
◆ 総    評 

評価及び推進項目の 
目標を達成する上での 
 改善方策等 

配布に協力いただく地域団体等と協議した結果、平成24年度には年4回の発行
を行うことができた。しかし、これ以上の増加は地域団体への負担が大きくなる
ことから困難と思われる。 
 今後は、年4回8ページの社協だよりと平成25年度から発行しているボランテ
ィア通信と合わせて、年6回の広報紙発行に見直す。 

 
◆ 整備及び評価指標等 

整備及び評価指標 区  分 策定当初 

（22年度）
23年度 24年度 25年度 26年度 

最終年度 
（27年度） 

①「社協だより」の発行
回数 

②職員以外の参加 

目    標 ― 検討 
年4回 

発行 

年4回発

行 

年6回発

行 

年6回発

行 

実    績 ― 
年2回 

発行 

年4回 

発行 

年4回 

ボラ通信 

年2回 

  

単 年 度 
達 成 率 ― 100% 100% 100%   

達    成 
レ べ ル ― １ １ １   

＊達成レベル；「１」：達成、「２」：概ね達成、「３」やや不十分、「４」不十分 

 
◆ 具体的事業の主な成果等 

詳細事業 実績・成果 課 題 等 今 後 の 
方 向 性 

「社協だより」等の編集

にボランティア活動者な

ど職員以外の人に携わっ 

てもらい、編集会議を開

催し内容の充実を図る。 

平成 23 年度は年 4 回発行に向けて職
員間で協議を行うとともに、民生委員
児童委員を始め、地域の協力者と実現
に向けて協議を重ねた。 
 
平成 24 年度は、年間 4 回の発行を達
成した。また、担当職員会議において
デザイナーを講師として呼び、本会の
広報紙についての講評や読まれる広
報紙づくりについてのアドバイスを
もらう研修会を開催した。 
 
平成 25 年度は、年間 4 回の社協だよ
りと年間 2 回のボランティア通信を
発行。市社協からのお知らせや地域福
祉情報、ボランティア情報等を市民に
提供した。 

社協だよりの発行に関
しては民生委員児童委
員や町内会、地区社協
等の協力なしにはでき
ないが、年間 4 回の全
戸配布をこれ以上増や
すことは負担が大きす
ぎると思われる。 

□拡大 □継続 
■見直し□縮小・統合 
□休廃止□終了 

 



実施事業 評価調書（平成 ２３・２４・２５ 年度） 

重点目標 
□１．地区の相談の仕組み     □２．住民の助け合い    □３．身近な福祉学習 

■４．市民活動・ボランティア支援 □５．誰もが安心・安全    □６．地域福祉の推進基盤 

推進目標 

ク 住民やボランティア個人及び団体、ＮＰＯ法人などに対し、福祉やボランティアに 

関する情報提供を充実させるとともに、継続的に活動が行えるように意見交換や交 

流の場づくりに取り組みます 

実施事業 
（番号４－ク－⑲） 

⑲ボランティア情報の充実＜拡大＞ 

 

◆ 総    評 

評価及び推進項目の 

目標を達成する上での 

 改善方策等 

 本会や県社協のホームページにボランティア情報を掲載し、ボランティアに情
報提供をしている。ホームページやブログの更新回数も目標を大きく上回る状況
である。 
 ボランティア調整では、ボランティアセンターから直接依頼の電話やＦＡＸを
流して調整する方が多いが、ホームページやブログ等を活用した情報発信につい
ても、今後も継続していく必要がある。 

 

◆ 整備及び評価指標等 

整備及び評価指標 区  分 
策定当初 

（22年度）
23年度 24年度 25年度 26年度 

最終年度 
（27年度） 

ホームページ、ブログの

更新回数 

目    標 ― 
月４回更新 

年48回更新 

月8回更新 

年96回更新 

月15回更新

年180回更新 
日々更新 日々更新 

実    績 ― 
年間305

回更新 

年間370

回更新 

年間277

回更新 
  

単 年 度 
達 成 率 

― 635% 385% 154%   

達    成 
レ べ ル 

― １ １ １   

＊達成レベル；「１」：達成、「２」：概ね達成、「３」やや不十分、「４」不十分 

 

◆ 具体的事業の主な成果等 

詳細事業 実績・成果 課 題 等 
今 後 の 
方 向 性 

①ボランティア受入情報

を幅広く広報し、ボラ

ンティア活動に興味を

持ってもらえるように

する。 

 

②ボランティア活動メニ

ューの作成をする。 

 

ボランティアの協力依頼があった場
合には、県社協のホームページ「ボラ
ンティアの森」と本会のホームページ
に受入情報を掲載し、広く市民に広報
を行っている。 
また、ボランティアセンターの掲示版
にも必ず情報を掲載しており、ボラン
ティアセンターを訪れた市民のため
に情報提供を行っている。 
 
１週間ごとにボランティア受入情報
をまとめた一覧表を作成し、ボランテ
ィアの方々が自由に持ち帰ることが
できるようにしている。 

ボランティア活動者の
多くは、ボランティア
センターにボランティ
ア登録をしている。ボ
ランティアの協力依頼
があった場合には、ボ
ランティアセンターか
ら電話やＦＡＸ等で直
接情報を流した上で活
動調整を行うことが圧
倒的に多く、ホームペ
ージや一覧表を見ての
問合せは年間に10件程
度である。 
 
平成27年度から、県社
協ホームページ「ボラ
ンティアの森」がなく
なるため、ホームペー
ジによる情報提供がま
すます減ってしまう。 

□拡大 ■継続 
□見直し□縮小・統合 

□休廃止□終了 

 



実施事業 評価調書（平成 ２３・２４・２５ 年度） 

重点目標 □１．地区の相談の仕組み     □２．住民の助け合い    □３．身近な福祉学習 

■４．市民活動・ボランティア支援 □５．誰もが安心・安全    □６．地域福祉の推進基盤 

推進目標 
ク 住民やボランティア個人及び団体、ＮＰＯ法人などに対し、福祉やボランティアに 

関する情報提供を充実させるとともに、継続的に活動が行えるように意見交換や交 

流の場づくりに取り組みます 

実施事業 
（番号４－ク－⑳） 

⑳ボランティア・ＮＰＯに対する活動支援の充実＜拡大＞ 

 
◆ 総    評 

評価及び推進項目の 
目標を達成する上での 
 改善方策等 

 個人ボランティアやグループ、ＮＰＯ等の連絡組織として、新たに「倉敷市ボ
ランティア連絡協議会」を設立した。今後は、この協議会が主体となってボラン
ティア同士の交流や研修、情報発信を行っていくこととし、社協はその活動を支
援していくように見直しを行う。 
また、ボランティアスタートアップ講座及びフォローアップ講座は同様の趣旨
の講座を倉敷市が実施しているが、社協としても新たにボランティア活動を始め
る人を増やすための取り組みを検討する必要がある。 

 
◆ 整備及び評価指標等 

整備及び評価指標 区  分 策定当初 

（22年度）
23年度 24年度 25年度 26年度 

最終年度 
（27年度） 

①交流会の開催回数・参

加者数（団体） 

 

②講座の開催回数・参加

者数（個人） 

目    標 ― 

交流会1

回参加者

30人、各

講座1回、

参加者数

30人 

交流会1

回参加者

35人、各

講座1回、

参加者数

35人 

交流会2

回参加者

60人、各

講座2回、

参加者数

60人 

交流会2

回参加者

70人、各

講座2回、

参加者数

70人 

交流会2

回参加者

75人、各

講座2回、

参加者数

75人 

実    績 ― なし 
交流会1回 

29 ｸﾞﾙｰﾌﾟ 

41人 

交流会2回 

152人 

研修会1回 

56人 

  

単 年 度 
達 成 率 ― 0% 100% 100%   
達    成 
レ べ ル ― ４ １ １   

＊達成レベル；「１」：達成、「２」：概ね達成、「３」やや不十分、「４」不十分 

 

◆ 具体的事業の主な成果等 

詳細事業 実績・成果 課 題 等 今 後 の 
方 向 性 

①ボランティアグルー

プ、NPO に対して、交

流会の開催、現状把握、

グループ活動紹介パネ

ル展・活動相談会を開

催する。 

 

②個人ボランティアに対

して、情報提供媒体の

整備、スタートアップ

講座、フォローアップ

講座を開催する。 

登録個人ボランティアに対して交流
会を開催した。平成 24 年度には、グ
ループ・NPO等の交流会を開催すると
ともに、ボランティアグループを対象
にアンケート調査を行い、現状の把握
を行った。それらをもとに会議を重
ね、平成 25 年度には、倉敷市ボラン
ティア連絡協議会を設立し、交流の場
づくり、研修の場づくり、情報発信を
ボランティアが中心となって行って
いる。 
 
スタートアップ講座，フォローアップ
講座は、平成 24 年度から同様の趣旨
の講座を倉敷市が実施している。 

現在市内に、ボランテ
ィアの連絡協議会組織
が3団体存在している。 
 
全市を統一した組織と
して「倉敷市ボランテ
ィア連絡協議会」を設
立しようとしたが、統
一ができず、結果的に3
団体になった。 

□拡大 □継続 
■見直し□縮小・統合 
□休廃止□終了 

 



実施事業 評価調書（平成 ２３・２４・２５ 年度） 

重点目標 □１．地区の相談の仕組み     □２．住民の助け合い    □３．身近な福祉学習 

■４．市民活動・ボランティア支援 □５．誰もが安心・安全    □６．地域福祉の推進基盤 

推進目標 
ク 住民やボランティア個人及び団体、ＮＰＯ法人などに対し、福祉やボランティアに 

関する情報提供を充実させるとともに、継続的に活動が行えるように意見交換や交 

流の場づくりに取り組みます 

実施事業 
（番号４－ク－㉑） 

㉑財政支援等の情報提供＜拡大＞ 

 
◆ 総    評 

評価及び推進項目の 
目標を達成する上での 
 改善方策等 

岡山県社協と連携しながら、補助金や助成金の情報提供を積極的に行ってきた。
ホームページやブログの更新回数は、目標を下回る状況であった。現状としては、
補助金や助成金情報自体が年々増えてきているものではないため、目標を年30回
に見直す。 
また、パソコンやスマートフォンを利用しない団体もいるため、今後は広報紙
やダイレクトメール、ボランティアセンターの掲示板等の活用による広報が求め
られる。 

 
◆ 整備及び評価指標等 

整備及び評価指標 区  分 
策定当初 

（22年度）
23年度 24年度 25年度 26年度 

最終年度 
（27年度） 

ホームページ、ブログの

更新回数 

目    標 ― 
月4回更新 

年48回更新 
月8回更新 

年96回更新 

月15回更新 

年180回更新 

日々 

更新 
年30回更新 

実    績 ― 年30回 年30回 年30回   

単 年 度 
達 成 率 

― 63% 31% 16%   

達    成 
レ べ ル 

― ３ ４ ４   

＊達成レベル；「１」：達成、「２」：概ね達成、「３」やや不十分、「４」不十分 

 
◆ 具体的事業の主な成果等 

詳細事業 実績・成果 課 題 等 今 後 の 
方 向 性 

ボランティア団体等に対

する補助金、助成金に関

して紹介し、申請・報告 

等活動支援を行う。 

岡山県社協と連携を取り

ながら、タイムリーな情

報提供に努める。 

ボランティア団体等に対する補助金
や助成金情報については、岡山県社協
ホームページや市社協ホームページ
に掲載し、広報を行ってきた。 
年間に約 30 件の補助金・助成金情報
を掲載してきた。 
 
赤い羽根共同募金の配分申請につい
ては、対象となる地域福祉団体やＮＰ
Ｏ法人等に対して、市社協から直接案
内を送付し、多くの団体が申請できる
よう積極的に広報を行った。 
また、申請や報告書類など必要書類の
作成にも協力し、団体の事務的負担の
軽減に努めた。 

タイムリーな情報提供
がホームページやブロ
グに限られているた
め、パソコンやスマー
トフォンを利用しない
団体にはなかなか情報
が届かない。 
 
ホームページやブログ
以外の広報手段の検討
が必要である。 

□拡大 □継続 
■見直し□縮小・統合 
□休廃止□終了 

 



実施事業 評価調書（平成 ２３・２４・２５ 年度） 

重点目標 
□１．地区の相談の仕組み     □２．住民の助け合い    □３．身近な福祉学習 

■４．市民活動・ボランティア支援 □５．誰もが安心・安全    □６．地域福祉の推進基盤 

推進目標 

ク 住民やボランティア個人及び団体、ＮＰＯ法人などに対し、福祉やボランティアに 

関する情報提供を充実させるとともに、継続的に活動が行えるように意見交換や交 

流の場づくりに取り組みます 

実施事業 
（番号４－ク－㉒） 

㉒「福祉施設ボランティア担当者連絡会」の開催＜継続＞ 

 

◆ 総    評 

評価及び推進項目の 

目標を達成する上での 

 改善方策等 

 平成25年度に、福祉施設ボランティア担当者連絡会を開催した。その中で、活
動しているボランティアの意見や要望を伝え、また、受入施設・団体からの意見
を集約した。 
一方、ボランティア活動中の事故に対する倉敷ボランティアセンターの方針に
ついても説明し、今後も継続する必要がある。 

 

◆ 整備及び評価指標等 

整備及び評価指標 区  分 
策定当初 

（22年度）
23年度 24年度 25年度 26年度 

最終年度 
（27年度） 

福祉施設ボランティア

担当者連絡会の 

①開催回数 

②参加施設数 

目    標  
1回 

15施設 

1回 

20施設 

1回 

25施設 

1回 

30施設 

1回 

35施設 

実    績 0 0 0 2回69団体   

単 年 度 
達 成 率 

 0% 0% 100%   

達    成 
レ べ ル 

 ４ ４ １   

＊達成レベル；「１」：達成、「２」：概ね達成、「３」やや不十分、「４」不十分 

 

◆ 具体的事業の主な成果等 

詳細事業 実績・成果 課 題 等 
今 後 の 
方 向 性 

「福祉施設ボランティア

担当者連絡会」を開催し、

施設でのボランティアの

受入や、新たなプログラ

ムの開発なども検討でき

るような内容にし、活動

の継続と活動先の確保の

充実に取り組む。 

平成23年度及び平成24年度において
は、連絡会を開催することができなか
った。 
平成 25 年度に、ボランティアセンタ
ーにボランティア派遣依頼をした施
設・団体に対して説明会を開催した。 
 
内容については、活動しているボラン
ティアから事前に聞いた意見や要望
等を説明した。 
また、活動中の事故等の対応について
考えてもらえるよう、ボランティア行
事用保険の加入についての説明等を
行なった。 

連絡会を欠席した施設
も多く、開催日以外に
個別に対応したケース
の方が多かった。 
 
ボランティアの依頼を
してくる施設・団体に
は、活動中に事故が起
こった際には、ボラン
ティアセンターが責任
をとると考えている所
も多い。ボランティア
センターはボランティ
アを派遣する機関では
なく、登録ボランティ
アと調整を行う機関で
あることを明確化させ
る必要性がある。 

□拡大 ■継続 

□見直し□縮小・統合 

□休廃止□終了 

 



実施事業 評価調書（平成 ２３・２４・２５ 年度） 

重点目標 
□１．地区の相談の仕組み     □２．住民の助け合い    □３．身近な福祉学習 

■４．市民活動・ボランティア支援 □５．誰もが安心・安全    □６．地域福祉の推進基盤 

推進目標 

ク 住民やボランティア個人及び団体、ＮＰＯ法人などに対し、福祉やボランティアに 

関する情報提供を充実させるとともに、継続的に活動が行えるように意見交換や交 

流の場づくりに取り組みます 

実施事業 
（番号４－ク－㉓） 

㉓「ボランティア活動者交流会」の開催＜継続＞ 

 

◆ 総    評 

評価及び推進項目の 

目標を達成する上での 

 改善方策等 

 ボランティア活動者の交流会を開催し、ボランティア活動のやりがいや喜びを
共有することができた。また、受入れ施設や団体に対する要望や改善点を確認す
るとともに、その内容を受入れ施設等に伝えることができた。 
今後も、ボランティア活動者交流会を開催することで、継続的にボランティア
活動に参加できるような支援を行う必要がある。また、新たな活動者が増えるよ
うな取り組みを検討する必要がある。 

 

◆ 整備及び評価指標等 

整備及び評価指標 区  分 
策定当初 

（22年度）
23年度 24年度 25年度 26年度 

最終年度 
（27年度） 

「ボランティア活動者

交流会」の開催回数・参

加者数 

（ボランティア登録者

の増加と活動斡旋件数

の増加を目指し、ボラン

ティアからのさまざま

な意見を集約し活動に

活かす。） 

目    標 ― 

交流会1

回参加者

40人 

交流会1

回参加者

45人 

交流会1

回参加者

50人 

交流会1

回参加者

55人 

交流会1

回参加者

60人 

実    績 ― 2回59人 2回57人 
1回25人,16

団体,4施設 
  

単 年 度 
達 成 率 

― 148% 127% 90%   

達    成 
レ べ ル 

― １ １ ２   

＊達成レベル；「１」：達成、「２」：概ね達成、「３」やや不十分、「４」不十分 

 

◆ 具体的事業の主な成果等 

詳細事業 実績・成果 課 題 等 
今 後 の 
方 向 性 

「ボランティア活動者交

流会」を開催する。 

託児に関するボランティア依頼が多
いことから、平成 23 年度は、託児に
関するボランティアとそれ以外のボ
ランティア活動者に分かれて 2 回交
流会を開催した。それぞれ 29 人、30
人のボランティアが参加した。 
平成 24 年度も同様に、託児に関する
ボランティア活動者 20 人、それ以外
のボランティア活動者 37 人が参加し
た。 
平成 25 年度は、ボランティア活動者
だけでなく、ボランティアを受入して
いる施設・団体からも参加者を募っ
て、合同で交流会を開催した。 
 
交流会を通じて、ボランティア活動者
が感じているやりがいや喜びを共有
できた。また、受入施設等へ要望を伝
えることで、お互いに活動しやすい環
境づくりができた。 

個人ボランティアの登
録者は約600名いるが、
実際の活動につながっ
ている方は、半数以下
である。交流会の参加
者も日頃から積極的に
活動している方が多
く、新たな活動者の増
加につながっていない
のが現状である。 
現在活動していない方
が交流会に参加しよう
と思ってもらえるよう
な内容を検討していく
必要がある。 

□拡大 ■継続 

□見直し□縮小・統合 

□休廃止□終了 

 



実施事業 評価調書（平成 ２３・２４・２５ 年度） 

重点目標 □１．地区の相談の仕組み     □２．住民の助け合い    □３．身近な福祉学習 

□４．市民活動・ボランティア支援 ■５．誰もが安心・安全    □６．地域福祉の推進基盤 

推進目標 ケ 防犯や防災、権利擁護などについて関係者で協議し、連携して安心・安全の地域づく

りに取り組みます 

実施事業 
（番号５－ケ－㉔） 

㉔援助を必要とする人への権利擁護に向けた支援の充実＜新規＞ 

 
◆ 総    評 

評価及び推進項目の 
目標を達成する上での 
 改善方策等 

認知症高齢者の増加や、障がい者の在宅生活への促進により、成年後見制度を
必要とする市民は、今後益々増加すると思われる。そのため、成年後見制度巡回
講座や権利擁護フォーラムなど、市民への制度説明や権利擁護の必要性を引き続
き行っていく必要がある。 

 
◆ 整備及び評価指標等 

整備及び評価指標 区  分 策定当初 

（22年度）
23年度 24年度 25年度 26年度 

最終年度 
（27年度） 

①権利擁護フォーラム 

の開催 

②研究会の立ち上げ 
③ネットワークづくり 

目    標 ― 
ﾌｫｰﾗﾑ参加

者120人 

ﾌｫｰﾗﾑ参加

者130人 

ﾌｫｰﾗﾑ参加

者140人 

ﾌｫｰﾗﾑ参加

者150人 

ﾌｫｰﾗﾑ参加

者160人 

実    績 ― 250人 182人 285人   

単 年 度 
達 成 率 ― 208% 140% 204%   

達    成 
レ べ ル ― １ １ １   

＊達成レベル；「１」：達成、「２」：概ね達成、「３」やや不十分、「４」不十分 

 
◆ 具体的事業の主な成果等 

詳細事業 実績・成果 課 題 等 今 後 の 
方 向 性 

関係機関との定期的な

会議を開催し、認知症高

齢者や知的障がい者、精

神障がい者などの権利

擁護や財産保全などの

あり方について、情報共

有や学習会、調査研究等

を行う。 

平成 23 年度に倉敷市高齢者及び障が
い者の権利擁護のあり方検討会を開
催し、今後の権利擁護に対する方向性
を検討した。 
 
倉敷市内の司法書士、行政書士、社会
福祉士等が定期的に集う「倉敷ネット
ワーク懇談会」を立ち上げ、情報交換
や勉強会を実施。社協はその事務局を
担っている。 
 
平成 24 年度から市民に対して年 4 回
各小学校区を巡回して成年後見制度
講座を開催している。 
 
権利擁護をテーマとしたフォーラム
を平成 23 年度から実施。市民に対し
て高齢者や障がい者の権利擁護の必
要性を啓発してきた。 
参加者も増加してきている。 

年 4 回行っている巡回
成年後見制度講座の参
加者が少ない。広報等
を充実させる必要があ
る。 
 

□拡大 ■継続 
□見直し□縮小・統合 
□休廃止□終了 

 



実施事業 評価調書（平成 ２３・２４・２５ 年度） 

重点目標 □１．地区の相談の仕組み     □２．住民の助け合い    □３．身近な福祉学習 

□４．市民活動・ボランティア支援 ■５．誰もが安心・安全    □６．地域福祉の推進基盤 

推進目標 ケ 防犯や防災、権利擁護などについて関係者で協議し、連携して安心・安全の地域づく

りに取り組みます 

実施事業 
（番号５－ケ－㉕） 

㉕民生委員児童委員協議会と自主防災組織の連携＜拡大＞ 

 
◆ 総    評 

評価及び推進項目の 
目標を達成する上での 
 改善方策等 

倉敷市では、これまでも民生委員児童委員協議会と災害時要援護者支援台帳の活

用方法や他団体との連携についてなどを検討しており、今後も継続していく方向で

あることを確認している。 

災害時の支援については、民生委員児童委員協議会と自主防災組織だけでなく、

他の地域団体との連携も必要であると考えるが、現段階において具体的な連絡会議

を開催することは困難であり、休止とする。 
 
◆ 整備及び評価指標等 

整備及び評価指標 区  分 策定当初 

（22年度）
23年度 24年度 25年度 26年度 

最終年度 
（27年度） 

①連絡会議の開催 
②関係者や関係団体で
の情報の共有 

③役割分担の明確化 
 

目    標 ― 協議 

モデル地

区での支

援体制の

確立 

モデル地

区での支

援体制の

確立 

モデル地

区での支

援体制の

確立 

モデル地

区での支

援体制の

確立 

実    績 ― 協議 なし なし   

単 年 度 
達 成 率 ― 100% 0% 0%   

達    成 
レ べ ル ― １ ４ ４   

＊達成レベル；「１」：達成、「２」：概ね達成、「３」やや不十分、「４」不十分 

 
◆ 具体的事業の主な成果等 

詳細事業 実績・成果 課 題 等 今 後 の 
方 向 性 

①民生委員児童委員協議

会と自主防災組織が、

災害時の対応等につい

て検討を進める。 

 

②「市災害時要援護者避

難支援プラン」に基づ

き、民生委員児童委員

協議会での協議検討を

行う。 

災害時に備えて、倉敷市では災害時要
援護者支援台帳の作成を行っている。 
この台帳は民生委員児童委員、自主防
災組織が保管し、災害時に活用するこ
ととなっている。そのため、事前に民
生委員児童委員と自主防災組織との
連携が必要と思われ、実施事業を計画
した。 
 
しかし、自主防災組織の組織率は約
41%（H25.4 現在）であり、町内会単
位に設置されている。そのため、自主
防災組織ができていない町内会も多
く、また、小学校単位に組織された民
生委員児童委員協議会と自主防災組
織では規模も違うため、連携を図る具
体的な会議は開催できていない。 

自主防災組織との連携
については、小学校単
位である民生委員児童
委員協議会で取り組む
のは困難である。 
現段階では、各民生委
員児童委員において自
主防災組織の代表と連
携を図っておく方が効
果的である。 
 
災害時要援護者支援台
帳の活用方法や支援の
ための役割分担などが
はっきりしていない。 

□拡大 □継続 
□見直し□縮小・統合 
■休廃止□終了 

 



実施事業 評価調書（平成 ２３・２４・２５ 年度） 

重点目標 □１．地区の相談の仕組み     □２．住民の助け合い    □３．身近な福祉学習 

□４．市民活動・ボランティア支援 ■５．誰もが安心・安全    □６．地域福祉の推進基盤 

推進目標 ケ 防犯や防災、権利擁護などについて関係者で協議し、連携して安心・安全の地域づく

りに取り組みます 

実施事業 
（番号５－ケ－㉖） 

㉖災害ボランティアセンターの運営＜継続＞ 

 
◆ 総    評 

評価及び推進項目の 
目標を達成する上での 
 改善方策等 

 災害ボランティアコーディネーター連絡会や行政と具体的な連絡会議は開催で
きていないが、災害時には緊密な連携を図る必要があるため、市総合防災訓練等
に参加する中で、役割分担や活動内容を確認することが大切である。 
一方、災害ボランティアセンター立ち上げ時の設置マニュアルは整備できてい
るが、職員の行動マニュアルがないため、今後作成していく必要がある。 

 
◆ 整備及び評価指標等 

整備及び評価指標 区  分 策定当初 

（22年度）
23年度 24年度 25年度 26年度 

最終年度 
（27年度） 

①連絡会議の開催 
②関係者や関係団体で
の情報の共有 

③役割分担の明確化 
 

目    標 ― 1回開催 1回開催 1回開催 1回開催 1回開催 

実    績 ― ０ ０ ０   
単 年 度 
達 成 率 ― 0% 0% 0%   
達    成 
レ べ ル ― ４ ４ ４   

＊達成レベル；「１」：達成、「２」：概ね達成、「３」やや不十分、「４」不十分 

 

◆ 具体的事業の主な成果等 

詳細事業 実績・成果 課 題 等 今 後 の 
方 向 性 

①マニュアルの作成 

 

②防災関係組織と連携し

た、被災者支援と早期

の災害復旧 

 

③市の総合防災訓練等へ
の参加 

①災害ボランティアセンター設置に
むけた組織体制表や部署別業務内
容について整理したマニュアルは
作成できている。 

 
②具体的な連絡会議や情報の共有化
は行っていないが、災害ボランティ
アコーディネーター連絡会の総会
や会議に出席するなど、日頃からの
関係づくりに努めている。 

 
③市の総合防災訓練に毎年参加し、行
政（防災危機管理室等）や関係団体
との連携を深めている。また、市と
災害協定を結んでおり、災害ボラン
ティアセンターを立ち上げる際に、
場所の使用や備品の使用について
協力を得られる体制を整えている。 

本会の災害時対応マニ
ュアルの徹底等が十分
できていない。 
 
災害ボランティアコー
ディネーターとの連携
だけではなく、現在、
倉敷市において養成に
力を入れている防災士
との連携も必要であ
る。 
 
市の防災計画には、社
協の役割が明記されて
いるが、災害が起こっ
た時の対応策につい
て、市の関係部署と協
議を行う機会がない。 

□拡大 ■継続 
□見直し□縮小・統合 
□休廃止□終了 

 



実施事業 評価調書（平成 ２３・２４・２５ 年度） 

重点目標 □１．地区の相談の仕組み     □２．住民の助け合い    □３．身近な福祉学習 

□４．市民活動・ボランティア支援 □５．誰もが安心・安全   ■６．地域福祉の推進基盤 

推進目標 コ きめ細やかな福祉活動を行うため、町内単位での活動者養成に取り組みます 

実施事業 
（番号６－コ－㉗） 

㉗「福祉協力委員」設置事業＜継続＞ 

 
◆ 総    評 

評価及び推進項目の 
目標を達成する上での 
 改善方策等 

福祉協力委員については、毎年設置地区数も委員数も増加してきている。設置でき
ていない地区については、今後も継続して説明会等を開催していく必要がある。 
また、任期は2年だが、多くは町内会役員が変わると福祉協力委員も交代という現

状があるため、福祉協力委員の役割や活動内容がスムーズに引き継げられるような取
り組みを検討する必要がある。 

 
◆ 整備及び評価指標等 

整備及び評価指標 区  分 策定当初 

（22年度）
23年度 24年度 25年度 26年度 

最終年度 
（27年度） 

①福祉協力委員設置地

区数 

②福祉協力委員推進マ

ニュアルの作成 

③福祉協力委員推進モ

デル地区の選定 

④地区社協組織への福
祉協力委員の参加 

目    標 ― 
玉島・船穂・

真備・水島に

設置 

玉島・船穂・

真備・水島に

設置 

玉島・船穂・

真備・水島・

児島に設置 

玉島・船穂・

真備・水島・

児島に設置 

玉島・船穂・

真備・水島・

児島・倉敷に

設置 

実    績 ― 
玉島・船穂・

真備・水島に

設置 

玉島・船穂・

真備・水島・

倉敷に設置 

玉島・船穂・

真備・水島・

倉敷に設置 
  

単 年 度 
達 成 率 ― 100% 100% 100%   

達    成 
レ べ ル ― １ １ １   

＊達成レベル；「１」：達成、「２」：概ね達成、「３」やや不十分、「４」不十分 

 
◆ 具体的事業の主な成果等 

詳細事業 実績・成果 課 題 等 今 後 の 
方 向 性 

①福祉協力委員を全市に

設置していくためマニ

ュアルを作成する。 

 

②設置促進の広報をす

る。 

 
③説明会を開催する。 

平成 23 年度は、水島・玉島・船穂・
真備地区において合計 2,203 人の福
祉協力委員を設置した。 
平成 24 年度は、倉敷・水島・玉島・
船穂・真備地区において合計3,127人
の福祉協力委員を設置した。 
平成 25 年度は、倉敷・水島・玉島・
船穂・真備地区において合計3,283人
の福祉協力委員を設置した。 
 
平成 25 年度には、福祉協力委員の活
動中の事故に対応するため、保険に加
入し、活動の支援を行っている。 
 
設置促進のため説明会や広報は行っ
ているが、地区によって活動内容が多
少違うためマニュアルの作成はでき
ていない。 

児島地区は、以前から
自治会が声かけや見守
り、社協だよりの配布
等を行っており、新た
に福祉協力委員を設置
することで負担感が強
くなるため、推進がで
きていない。 
また、倉敷地区でも設
置ができていない学区
もある。 
福祉協力委員の設置は
進んでいるが、地区に
よって活動内容が違っ
たり、委員によって意
識が違う。 

□拡大 ■継続 
□見直し□縮小・統合 
□休廃止□終了 

 



実施事業 評価調書（平成 ２３・２４・２５ 年度） 

重点目標 □１．地区の相談の仕組み     □２．住民の助け合い    □３．身近な福祉学習 

□４．市民活動・ボランティア支援 □５．誰もが安心・安全   ■６．地域福祉の推進基盤 

推進目標 サ 地域福祉の基盤となる社協の組織や活動を見直し、住民ニーズに応えられる体制づく

りに取り組みます  

実施事業 
（番号６－コ－㉘） 

㉘地区社協の設立＜継続＞ 

 
◆ 総    評 

評価及び推進項目の 
目標を達成する上での 
 改善方策等 

毎年地区社協の数は増えてきており、概ね目標どおり設置が進んでいる。 
設置できていない地区に対しては、他の地区社協の活動内容やその効果、財政的
な支援内容等について繰り返し説明を行い、自分たちの地域は自分たちで作ると
いう意識を育てるような取り組みが必要がある。 

 
◆ 整備及び評価指標等 

整備及び評価指標 区  分 
策定当初 

（22年度）
23年度 24年度 25年度 26年度 

最終年度 
（27年度） 

地区社協の設立数 

目    標 ― 
40小学校

区 

45小学校

区 

50小学校

区 

55小学校

区 

64小学校

区 

実    績 ― 

4地区社

協設立（45

地区社協） 

1地区社

協設立（46

地区社協） 

3地区社

協設立（49

地区社協） 

  

単 年 度 
達 成 率 

― 113% 102% 98%   

達    成 
レ べ ル 

― １ １ ２   

＊達成レベル；「１」：達成、「２」：概ね達成、「３」やや不十分、「４」不十分 

 
◆ 具体的事業の主な成果等 

詳細事業 実績・成果 課 題 等 今 後 の 
方 向 性 

地区社協を基盤として地

域福祉活動を行っていく

ため、地区社協未設立地

区に新たに地区社協を設

立する。 

平成23年度は、菅生地区（倉敷）、神
亀地区（水島）、連島霞丘地区（水島）、
連島南地区（水島）の4地区に設置。 
 
平成 24 年度は、水島地区（水島）の
1地区に設置。 
 
平成25年度は、二福地区（水島）、倉
敷東地区（倉敷）、沙美地区（玉島）
の3地区に設置。 
現在64小学校のうち49地区で地区社
協が設置できている。 
 
民生委員児童委員協議会や小地域ケ
ア会議等において、地区社協の説明を
繰り返し行っている。地区社協設置に
向けた動きがあれば、すぐに対応でき
るよう情報収集を行っている。 

地区社協未設置地区に
ついて繰り返し説明を
行っているが、地域か
らの要望がないとなか
なか進まない状況であ
る。 

□拡大 ■継続 
□見直し□縮小・統合 
□休廃止□終了 

 



実施事業 評価調書（平成 ２３・２４・２５ 年度） 

重点目標 □１．地区の相談の仕組み     □２．住民の助け合い    □３．身近な福祉学習 
□４．市民活動・ボランティア支援 □５．誰もが安心・安全   ■６．地域福祉の推進基盤 

推進目標 サ 地域福祉の基盤となる社協の組織や活動を見直し、住民ニーズに応えられる体制づく

りに取り組みます  

実施事業 
（番号６－サ－㉙） 

㉙「社協発展強化計画」の策定＜新規＞ 

 
◆ 総    評 

評価及び推進項目の 
目標を達成する上での 
 改善方策等 

平成23年度に社協発展強化計画を策定し、その計画に基づいて社協の組織及び
財源の基盤強化を図っている。 
この計画は、平成24年度から平成28年度までの5年間の計画であったが、平
成28年度から実施する第2次地域福祉活動計画に合わせて、計画を1年短くし、
第2次社協発展強化計画を平成28年度から実施するように見直す。 

 
◆ 整備及び評価指標等 

整備及び評価指標 区  分 
策定当初 

（22年度）
23年度 24年度 25年度 26年度 

最終年度 
（27年度） 

①社協発展強化計画の
策定 
②職員の共通認識が図
られること 
③具体的な進行管理の
ための、事務事業評価
シートの作成、事業評
価の実施 

目    標 ― 策定 実施 実施 実施 実施 

実    績 ― 策定済 実施 実施   

単 年 度 
達 成 率 

― 100% 100% 100%   

達    成 
レ べ ル 

― １ １ １   

＊達成レベル；「１」：達成、「２」：概ね達成、「３」やや不十分、「４」不十分 

 
◆ 具体的事業の主な成果等 

詳細事業 実績・成果 課 題 等 今 後 の 
方 向 性 

職員によるプロジェクト

チームを立ち上げ、内容

を検討し、社協発展強化

計画を策定する 

平成 23 年度は、社協の組織・財政・
事業等の強化や見直しを図り、地域福
祉活動計画を着実に実行していくた
めに、社協発展強化計画を策定した。 
平成 24 年度は、この計画に基づいて
「事務局・事務所体制職員戦略会議」
「人事評価制度導入職員戦略会議」
「財源確保職員戦略会議」「社協広報
職員戦略会議」「配分事業職員戦略会
議」の 5 つの職員戦略会議を設置し
た。また、「介護保険プロジェクトチ
ーム会議」を設置し、課題整理や新た
な事業について検討を行った。 
事務局・事務所体制については、一定
の方向性を示した。 
平成 25 年度は、人事評価制度を導入
し実施した。その他の戦略会議につい
ては、引き続き検討し、実施すべき事
業を明確にした。介護保険についても
一定の方向性を示した。 

本来は、地域福祉活動
計画を着実に実施する
ために同時に策定する
べきであったが、１年
遅れて策定した。 
 
所属を超えてそれぞれ
の課題に取り組むこと
により、職員の共通認
識が生まれたことは良
かった。しかし、社協
の厳しい経営状況を解
決するまでの事業は示
せていない。 

□拡大 □継続 
■見直し□縮小・統合 
□休廃止□終了 

 



実施事業 評価調書（平成 ２３・２４・２５ 年度） 

重点目標 □１．地区の相談の仕組み     □２．住民の助け合い    □３．身近な福祉学習 

□４．市民活動・ボランティア支援 □５．誰もが安心・安全   ■６．地域福祉の推進基盤 

推進目標 サ 地域福祉の基盤となる社協の組織や活動を見直し、住民ニーズに応えられる体制づく

りに取り組みます  

実施事業 
（番号６－サ－㉚） 

㉚ 「小地域福祉活動計画」の策定＜拡大＞ 

 
◆ 総    評 

評価及び推進項目の 
目標を達成する上での 
 改善方策等 

計画より１年遅れて平成26年度から3地区社協が取り組むことになった。 
大学教員が講師となって、策定を進めていくが、継続的に講師を依頼すること

は困難であり、社協職員が地域住民に対して、小地域福祉活動計画の必要性や会

議の進行をサポートできるよう職員育成が必要である。 
また、倉敷市が策定する地域福祉計画と一体的に地域支援ができるよう、行政

への働きかけが望まれる。 
 
◆ 整備及び評価指標等 

整備及び評価指標 区  分 策定当初 

（22年度）
23年度 24年度 25年度 26年度 

最終年度 
（27年度） 

①小地域福祉活動計画 
の策定地区数 
②地区社協などへの説 
 明 
 

目    標 ― 調査・研究 

地区社協連

絡会での 

協議 

新規策定 

1地区社協 

新規策定 

6地区社協 

新規策定 

6地区社協 

実    績 ― 調査・研究 １回協議 新規なし   

単 年 度 
達 成 率 ― 100% 100% 0%   

達    成 
レ べ ル ― １ １ ４   

＊達成レベル；「１」：達成、「２」：概ね達成、「３」やや不十分、「４」不十分 

 

◆ 具体的事業の主な成果等 

詳細事業 実績・成果 課 題 等 今 後 の 
方 向 性 

現在の地区住民が抱える

生活課題や不安に対し、

地区社協として取り組ん 

でいく方向性を示し、中

期的・計画的に事業を推

進していくために、地区 

社協ごとに小地域福祉活

動計画の策定を行う。 

市内では、真備地区の薗地区社協が以
前から中期的な計画づくりに取り組
んでいたため、平成 23 年度には、薗
地区社協の計画策定について確認を
行った。 
 
平成 24 年度には、各職員による地区
社協への働きかけを行ったが、具体的
に取り組む地区社協はなく、成果が乏
しい状況であった。 
 
平成 25 年度には、再度事業実施に向
けた具体的な取り組みを検討し、大学
教員を講師として事業を推進するこ
とにした。 
地区社協連絡会で提案をし、3地区社
協が平成 26 年度から取り組むことと
なった。 

大学教員を講師とし、
事業を推進することに
なったが、継続的に講
師を依頼することは困
難である。 
 
小地域福祉活動計画の
策定に取り組むかどう
かは地区社協の判断に
よる部分が大きい。 
地区社協と市社協との
関係づくりや繰り返し
説明することが大切で
ある。 

□拡大 ■継続 
□見直し□縮小・統合 
□休廃止□終了 

 




